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浜の活力再生広域プラン 
令和５～９年度 
（第２期） 

 
１ 広域水産業再生委員会 

 

広域委員会の

構成員 
ｏ喜入地区地域水産業再生委員会（鹿児島県漁業協同組合 喜入町支所、鹿児島市） 
ｏ谷山地区地域水産業再生委員会（谷山漁業協同組合、鹿児島市） 
ｏ西桜島地区地域水産業再生委員会（鹿児島市漁業協同組合、鹿児島市） 
ｏ姶良地区地域水産業再生委員会（鹿児島県漁業協同組合 錦海支所、錦江漁

業協同組合、鹿児島県漁業協同組合 福山町支所、姶良市、霧島市） 
ｏ十島村地区地域水産業再生委員会（十島村、十島村漁業協同組合） 
ｏ三島村地区地域水産業再生委員会（三島村、鹿児島県漁業協同組合 三島村

支所） 
ｏ鹿児島県（鹿児島地域振興局、姶良・伊佐地域振興局） 
ｏ鹿児島県漁業協同組合連合会 
ｏ九州信用漁業協同組合連合会 鹿児島統括支店 

オブザーバー  

 

対象となる地

域の範囲及び

漁業の種類 

① 対象地域 
鹿児島県鹿児島市、姶良市、霧島市、、三島村、十島村 
② 漁業の種類 
・鹿児島市（鹿児島市漁協、鹿児島県漁協喜入町支所、谷山漁協の地区） 

刺網漁業（37）、建網(69)、延縄漁業（5）、一本釣漁業（188）、定置網(4)、 

籠網（75）、潜水器漁業（2）、採貝・採藻漁業（6）、養殖漁業（1）、曳縄（12）  
・姶良市 （鹿児島県漁協錦海支所の地区） 
 刺網漁業（12）、建網(12)、一本釣漁業（129）、 
・霧島市（鹿児島県漁協福山町支所、錦江漁協の地区）   

小型まき網漁業（1）、刺網漁業（16）、建網(1)、籠網(18)、潜水器漁業（2）、

一本釣漁業（156）、採貝・採藻漁業（29）、養殖業（5） 

・三島村（三島村支所の地区）   
一本釣漁業（14）、刺網漁業（7）  

・十島村（十島村漁協の地区）   
建網漁業（6）、籠網（13）、ひき網漁業（1）、一本釣漁業（21） 
（令和４年３月３１日現在） 

組織名 鹿児島県広域水産業再生委員会 鹿児島湾支部会 

代表者名 会長 重信雅彦（鹿児島市漁業協同組合 代表理事組合長） 



  
２ 地域の現状 

（１）地域の水産業を取り巻く現状等 

当再生委員会の地域は、錦江湾（鹿児島湾）に面した県都の鹿児島市、鹿児島県土のほぼ中央

部に位置する姶良市、霧島市と、錦江湾南方外海の離島である三島村、十島村からなる。 

令和２年４月に喜入町漁協、錦海漁協、福山町漁協、南さつま漁協、串木野市島平漁協、おお

すみ岬漁協の６単協が広域合併し、鹿児島県漁業協同組合が設立された。また、令和５年４月に

は三島村漁協が合併に加わり、当地区にはそのうちの４支所（喜入町支所、錦海支所、福山町支

所、三島村支所）が参加している。広域的な資源管理により漁業資源の増加を図るほか、漁業所

得の向上による漁村地域の活性化を目指している。 

     

 
                      鹿児島湾支部漁業協同組合の位置図 

                      

 



 
 錦江湾内の主な漁業種類は、マダイ等を対象とした一本釣りをはじめ、はえなわ漁業やカマ

ス・アジなど多様な魚種を狙った刺し網、奄美沖縄方面まで向かう瀬物一本釣漁業、ウニ、ナマ

コ潜水業が営まれているほか、静穏な海域特性を活かしたブリの魚類養殖、地元で青のりと言わ

れるヒトエグサ養殖業の操業も行っている。 

姶良市、霧島市では、ブリの魚類養殖業やワカメやヒトエグサを対象とした海藻養殖業のほか、

アサリやイワガキの貝類養殖も行われている。 

三島村沿海は回遊魚のカツオやマグロ類、ブリ、カンパチ、アジ、サバの他、ハマダイ、ハタ、

アラ類、クエ類等低物魚の好漁場であり、磯建網、一本釣等が営まれているが、人口減少や漁業

者の高齢に伴い操業範囲が狭くなり操業時間も短い零細な漁業のみ営まれている。 

十島村の主な漁業は、釣り漁業や刺し網漁業、素潜り漁が営まれており、黒潮本流が海流する

豊かな漁場で、マグロ、カツオ、イセエビ等を漁獲しているが、少子高齢化による後継者不足に

より、管内地元漁民は漁場を有効利用できていないのが現状である。 

近年、海水温上昇などによる水産資源の減少、魚種交替、漁業者の減少・高齢者・後継者不足

により、漁獲高は減少の一途を辿っている一方で、沖合漁業については燃油の高騰、尖閣諸島問

題で漁場を制限されるなど、厳しい操業を強いられている。 

 
（２）その他の関連する現状等 

三島村、十島村においては漁業従事者が減少の一途を辿っているが、小型離島であることから

移住希望者がなかなかいない。I ターン移住者を支援する取組やフェア等を開催し PR していく

必要がある。また、当地域の活性化、中核的担い手の育成及び漁獲努力量の削減・維持などによ

る水産資源の持続的利用を図ることにより、当該課題を解決し、当地域の漁業競争力を強化する

必要がある。 

 
３ 競争力強化の取組方針 

（１） 機能再編・地域活性化に関する基本方針 

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等） 

 

②今期の浜の活力再生広域プランの基本方針 

１．コールドチェーンの確立に適応した集出荷体制の構築 
①生鮮魚介類の高鮮度・高品質化 
鹿児島市の同市中央卸売市場において、消費者に高鮮度・高品質の錦江湾産水産物を供

給し、もって、錦江湾産水産物に対する消費者の認知度向上及び消費拡大を図るために



は、同市場へ出荷する水産物そのものについても高鮮度・高品質化するとともに、支部

会区域内で共通化した品質ルールに沿った出荷を行うことで、錦江湾産水産物全体とし 
てのブランド力を形成していくことが重要となっている。 

 

このため、同卸売市場をハブとした当支部会区域内各漁協（三島村支所、十島村漁協

を含む）の連携体を形成し、同市場での水産物の取扱い方法などに適応した各漁協にお

ける出荷方法（ナノファインバブル技術の導入や出荷資材の選定・統一等）及び集出荷

体制（各漁協が個別に行っていた中央卸売市場までの搬送の共同化等）を統一的に構築

することとし、合わせて消費拡大に伴う魚価向上及び出荷共同化によるコスト削減にも

取り組むこととする。 
 

②活魚出荷の拡大・効率化 
消費地と水揚地が隣接し、かつ多くの観光客が訪れる当支部会区域においては、地の

利を活かした高単価での活魚販売の拡大が期待される。このため、活魚出荷の時期、魚

種、数量といった時々の消費者ニーズへの対応に関し、これまで漁協や漁業者が個別に

行っていたものを、当支部会地区内の活魚取扱い漁協が一体となって魚種や数量等を常

時安定的に確保し、もって、時々のニーズに的確かつ機動的に対応できる体制を構築す

ることが重要となっている。この点を踏まえ、再整備後の中央卸売市場における活魚の

取扱い方針等を踏まえた同市場への出荷も睨みつつ、消費者ニーズに関する情報の共有

化及び集荷･保管・出荷の拠点化を含む共同出荷体制の構築に取り組むこととする。 
 

２．地域の連携した販売対策（漁獲物の販売促進のための機能再編） 
①錦江湾産水産物全体としてのブランド力の形成・強化 

支部会は、県内有数の人口を抱える消費地において、上記１の取組みと合わせ、高鮮

度・高品質という錦江湾産水産物全体としてのブランド力を形成・強化し、もって、一

般市民の錦江湾産水産物に対する認知度を高めるため、地域社会との協力、地元のニー

ズへの対応などをフードコーディネーター等専門家の意見を聞きながら、地域水産物の

情報発信（パンフレット、ＨＰ、スマホ等）を支部会内各漁協が一体となって行う。 
 

② 直売所及び共同イベント開催における他支部会との連携 
支部会は、地元で獲れた鮮魚や加工品の直接販売を行っている直売所や各イベント等

で、多様な消費者ニーズに関する情報や成功・失敗事例等の共有化を図るとともに、共

同イベントの開催等に際し、これら知見等を持ち寄ることで販売の効率化や活性化を図

る。また、これら直販活動者のネットワーク化の効果や実績を検証の上、将来における

拠点的な直売所や食堂の整備も検討する。 
その他、支部会は、県漁連や他支部会とその食堂、直売所、出店ブースにおける品揃

えについて情報交換し、相互に商品を出品するなど連携し、販売機会の拡大による認知



度向上と販売促進を図る。 
 
③未・低利用魚や離島の魚の加工 

関係漁協は、エイ、カタボシイワシ等の未・低利用魚や離島の漁獲物等の付加価値向

上のため、地元の加工業者等と連携して、加工品の改良、新商品の開発を行う。また、

上記①及び②の取組み対象として、これら新製品の認知度向上や販売促進を図る。 
 

３．養殖取組強化（貝類養殖の普及，促進強化） 

  錦江湾奥でアサリ、イワガキの貝類養殖を先進的に取り組んでいる漁協では，県水産技術

開発センター、大学といった研究機関と連携して養殖技術の改善向上を図りながら，関連施

設の整備についても検討する。また，販路先の確立を目指して，地元飲食店等と協力し地域

特産品としてのＰＲに取り組む。 

 貝類養殖に取り組んでいない支部内漁協においても，錦江湾奥の先進事例を参考に，漁場

環境を考慮しながらこの養殖の導入・普及を検討する。 

 
４．観光との連携 

 支部は，観光の視点から地元水産物をＰＲするアプローチを検討し，県観光連盟等と連携

しながら地元水産物のＰＲ活動や新市場の見学・料理教室，食堂・直販所訪問ツアー，漁業

体験ツアー等のブルーツーリズムにも取り組む。 

 

５．クロマグロ混獲回避の取組 

定置網におけるクロマグロの混獲回避への取組を強化し、県の管理により進められている

クロマグロ TAC管理を遵守し、適切な資源管理と持続可能な漁業を実現する。 

 
（２） 中核的担い手の育成に関する基本方針 

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等） 

 

 
② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針 

地区内における水産業を維持・発展させていくため，各漁協ごとの漁船漁業、養殖業者の育

成を図るとともに，積極的な取組が期待される意欲ある中核的担い手の確保・育成を図ため、 

下記の取組を行う。 

①将来の漁業・漁村地域を担う意欲ある漁業者を中核的漁業者として認定し、浜の担い手漁

船リース緊急事業や競争力強化型機器等導入緊急対策事業を活用し、漁船や機器を代替する



ことにより収益性を高め、競争力の高い経営体を育成する。 

②県漁連と漁協は、担い手確保・育成対策事業の活用のため情報提供、長期研修支援を行

うとともに、全国センターが実施する大都市での漁業就業相談会へ参加し新規就業者の確

保に努める。 

③行政機関は、漁協との連携を図り、漁業者の募集について情報提供等を行うと共に技術

支援を行う。 

④県漁連は、新規の後継者対策の構築を図る。 

 
（３）資源管理に係る取組 

鹿児島県漁業調整規則により、採捕できる水産動植物の体長制限や採捕禁止期間を設け、鹿

児島海区漁業調整委員会指示により、マダイ（全長１３cm 以下採捕止）・ヒラメ（全長２５

cm 以下採捕禁止）の体長制限を設けている。 

鹿児島湾において漁業者は自主規制措置として、さらに全長１５cm 以下のマダイは採捕しな

いようにしている。 

各漁協の漁業権行使規則により、採捕できる水産動植物の操業期間と操業時間、漁具・漁場

の制限を設けている。このような措置により、水産資源の保護培養を図っている。 

 
（４）具体的な取組内容（年度ごとに数値目標とともに記載） 

 １年目（令和５年度） 

取組内容 １．コールドチェーンの確立に適応した集荷体制の構築 
①生鮮魚介類の高鮮度・高品質化 
  地区内漁協は、中央卸売市場へ水産物の高鮮度・高品質での出荷を目指し、

ナノファインバブル等鮮度向上手法の導入を検討するとともに関連施設の整

備を検討する。 
 また、出荷コスト削減を目指し、各漁協における水産物の水揚げ状況等に

応じた合理的な集荷パターン（集荷時間や経路等）を踏まえた共同出荷を検

討する。なお、三島村支所は、中央卸売市場への出荷量の増加に取り組むた

め、鮮度保持策等の設備の整備を検討する。 
②活魚出荷の拡大・効率化 
  地区内の活魚取扱い漁協は、活魚の出荷量を増やすことを目的に、出荷拠

点の選定や整備手法・管理運営方法を検討する。 
  
２．地域の連携した販売対策（漁獲物の販売促進のための機能再編）  
①錦江湾産水産物全体としてのブランド力の形成・強化 
 支部会は，一般市民の錦江湾産水産物に対する認知度を高めるため，フー

ドコーディネーター等専門家の意見を聞きながら、各普及協とも連携して地

域全体としての水産物の情報発信を検討する。 



②直販活動者のネットワーク化と他地区支部会等との連携 
 支部会は、地元で獲れた鮮魚や加工品の直接販売を行っている漁業者グル

ープ等をネットワーク化し、共同イベントの開催等に取り組むことを検討す

る。また、県漁連や他支部会とその食堂、直売所、出店ブースにおける品揃

えについて情報交換し、相互に商品を出品するなど連携し錦江湾産水産物の

認知度向上と販売促進を図ることを検討する。 
③未・低利用魚や離島の魚の加工 
 関係漁協は、未・低利用魚や離島の漁獲物等の付加価値向上のため、素材

を発掘し、地元の加工業者等と加工品の改良、新商品の開発について協議す

る。 
 
３．養殖取組強化（貝類養殖の普及，促進強化） 
  錦江湾奥で貝類養殖に先進的に取り組んでいる漁協は、研究機関と連携し

て養殖技術の改善を図りながら、関連施設の整備についても検討する。 
また、販路の確立を目指して、地元飲食店等と協力し地域特産品としてのＰ

Ｒについて協議する。 
 貝類養殖に取り組んでいない支部内漁協においても，錦江湾奥の先進事例

を参考に，この養殖の導入・普及を検討する。 
 
４．観光との連携 
 支部会は、観光と組み合わせた錦江湾産水産物のＰＲを検討する。 
 
５．クロマグロ混獲回避の取組 

定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網においてク

ロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。 

 
（中核的担い手の育成に関する取組） 

６．担い手対策 

中核的漁業者の認定を受けた漁業者は、浜の担い手漁船リース緊急事業や、競

争力強化型機器等導入緊急対策事業等を活用し、生産力向上を目指す。 

区域内各漁協は、新規漁業就業者総合支援事業を活用し、漁業就業希望者を積

極的に受け入れる。また、就業者の受入後は、各市町村が独自に行っている生活

支援制度との連携を図りながら、経営が軌道に乗るまでバックアップする体制を

構築する。区域内漁協は、各区域内の青年部組織、漁業士会組織、県地域振興局

との連携を図りながら技術指導等の研修の支援等行い、後継者の育成を行う。 

活用する支

援措置等 

・広域浜プラン緊急対策事業                   【関連項目 1、2、3、4 】 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業      【関連項目 6   】 

（浜の担い手漁船リース緊急事業）          



・水産業競争力強化緊急施設整備事業            【関連項目 1  】 

・浜の活力再生交付金（水産業強化支援事業）   【関連項目 1  】 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業        【関連項目 6   】 

・水産業競争力強化金融支援事業           【関連項目 6   】 

・離島漁業再生支援事業                            【関連項目 4  】 

・県単事業（かごしまのさかな海の恵み流通拡大事業） 【関連項目 2、4 】 

・新規漁業就業者総合支援事業            【関連項目 6 】 

・ブルーツーリズム推進事業（県単）             【関連項目 4 】 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援）【関連項目 5】 

 
 ２年目（令和６年度） 

取組内容 １．コールドチェーンの確立に適応した集荷体制の構築 
①生鮮魚介類の高鮮度・高品質化 
  地区内漁協は、中央卸売市場へ水産物の高鮮度・高品質での出荷を目指

し、ナノファインバブル等鮮度向上手法の導入試験を開始するとともに関

連施設の整備を引き続き検討する。また、出荷コスト削減を目指し、各漁

協における水産物の水揚げ状況等に応じた合理的な集荷パターン（集荷時

間や経路等）を踏まえた共同出荷試験を開始する。さらに当再生委員会は，

外部から講師を招聘して高度衛生管理対策の講習会を開催し，新市場の高

度衛生対策について知見を深める。なお、三島村支所は、中央卸売市場へ

の出荷量の増加に取り組むため、鮮度保持策等の実証試験に取り組むとと

もに，設備の整備を引き続き検討する。 
②活魚出荷の拡大・効率化 
 地区内の活魚取扱漁協は、活魚の出荷量を増やすことを目的に、出荷拠点

の選定や整備手法・管理運営方法を引き続き検討する。 
  
２．地域の連携した販売対策（漁獲物の販売促進のための機能再編） 
①錦江湾産水産物全体としてのブランド力の形成・強化 
 支部会は，一般市民の錦江湾産水産物に対する認知度を高めるため，フ

ードコーディネーター等専門家を招聘し、各普及協とも連携して地域全体

としての水産物の情報発信の手法を策定する実証試験を開始する。 
②直販活動者のネットワーク化と他地区支部会等との連携 
支部会は、地元で獲れた鮮魚や加工品の直接販売を行っている漁業者グ

ループ等をネットワーク化し、共同イベントの開催等に取り組む。また、

県漁連や他支部会とその食堂、直売所、出店ブースにおける品揃えについ

て情報交換し、相互に商品を出品するなど連携し錦江湾産水産物の認知度

向上と販売促進を図る。 
③未・低利用魚や離島の魚の加工 



 関係漁協は、未・低利用魚や離島の漁獲物等の付加価値向上のため、素

材を発掘し、地元の加工業者等と加工品の改良、新商品の開発について実

証試験を開始する。 
 
３．養殖取組強化（貝類養殖の普及，促進強化） 
  錦江湾奥で貝類養殖に先進的に取り組んでいる漁協は、研究機関と連携

して養殖技術の改善を図りながら、関連施設の整備計画を策定する。また、

販路の確立を目指して、地元飲食店等と協力し地域特産品としてのＰＲを

開始する。また、貝類養殖に取り組んでいない支部内漁協は、錦江湾奥の

先進取組漁協からの指導を得つつ、この養殖の導入試験を開始する。 
 
４．観光との連携 
 支部会は、観光と組み合わせた錦江湾産水産物のＰＲを開始する。 
 
５．クロマグロ混獲回避の取組 

定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網においてク

ロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。 

 
（中核的担い手の育成に関する取組） 

６．担い手対策 

中核的漁業者の認定を受けた漁業者は、浜の担い手漁船リース緊急事業や、

競争力強化型機器等導入緊急対策事業等を活用し、生産力向上を目指す。

区域内各漁協は、新規漁業就業者総合支援事業を活用し、漁業就業希望者

を積極的に受け入れる。また、就業者の受入後は、各市町村が独自に行っ

ている生活支援制度との連携を図りながら、経営が軌道に乗るまでバック

アップする体制を構築する。区域内漁協は、各区域内の青年部組織、漁業

士会組織、県地域振興局との連携を図りながら技術指導等の研修の支援等

行い、後継者の育成を行う。 
活用する支援

措置等 

・広域浜プラン緊急対策事業            【関連項目 1、2、3、4 】 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業      【関連項目 6   】 

（浜の担い手漁船リース緊急事業）          

・水産業競争力強化緊急施設整備事業        【関連項目 1  】 

・浜の活力再生交付金（水産業強化支援事業）     【関連項目 1  】 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業       【関連項目 6   】 

・水産業競争力強化金融支援事業          【関連項目 6   】 

・離島漁業再生支援事業                          【関連項目 4  】 

・新規漁業就業者総合支援事業           【関連項目 6 】 

・ブルーツーリズム推進事業（県単）        【関連項目 4 】 



・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援）【関連項目 5】 

 

  
３年目（令和７年度） 

取組内容 １ コールドチェーンの確立に適応した集荷体制の構築 
①生鮮魚介類の高鮮度・高品質化 
  地区内漁協は、中央卸売市場へ水産物の高鮮度・高品質での出荷を目指

し、ナノファインバブル等鮮度向上手法の導入試験を継続するとともに関

連施設の整備を引き続き検討する。 
 また、出荷コスト削減を目指し、各漁協における水産物の水揚げ状況等に

応じた合理的な集荷パターン（集荷時間や経路等）を踏まえた共同出荷試

験を継続する。さらに当再生委員会は，外部から講師を招聘して高度衛生

管理対策の講習会を開催し，新市場の高度衛生対策について知見を深める。

なお、三島村支所は、中央卸売市場への出荷量の増加に取り組むため、鮮

度保持策等の実証試験を継続するとともに，設備の整備計画を策定する。 
②活魚出荷の拡大・効率化 
  地区内の活魚取扱漁協は、活魚の出荷量を増やすことを目的に、出荷拠

点の選定や整備手法・管理運営方法を策定する。 
 
２．地域の連携した販売対策（漁獲物の販売促進のための機能再編） 
①錦江湾産水産物全体としてのブランド力の形成・強化 
 支部会は，一般市民の錦江湾産水産物に対する認知度を高めるため，フ

ードコーディネーター等専門家を招聘し、各普及協とも連携して地域全体

としての水産物の情報発信の手法を策定する実証試験を継続する。 
②直販活動者のネットワーク化と他支部会等との連携 
 支部会は、地元で獲れた鮮魚や加工品の直接販売を行っている漁業者グ

ループ等をネットワーク化し、共同イベントの開催等に取り組む。また、

県漁連や他支部会とその食堂、直売所、出店ブースにおける品揃えについ

て情報交換し、相互に商品を出品するなど連携し錦江湾産水産物の認知度

向上と販売促進を図る。 
③未・低利用魚や離島の魚の加工 
 関係漁協は、未・低利用魚や離島の漁獲物等の付加価値向上のため、素

材を発掘し、地元の加工業者等と加工品の改良、新商品の開発について実

証試験を継続する。 
 
３．養殖取組強化（貝類養殖の普及，促進強化） 



  錦江湾奥で貝類養殖に先進的に取り組んでいる漁協は、研究機関と連携

して養殖技術の改善を図りながら、関連施設の整備を開始する。また、販

路の確立を目指して、地元飲食店等と協力し地域特産品としてのＰＲを継

続する。また、貝類養殖に取り組んでいない支部内漁協は、錦江湾奥の先

進取組漁協からの指導を得つつ、この養殖の導入試験を継続する。 
 
４．観光との連携 
 支部会は、観光と組み合わせた錦江湾産水産物のＰＲを継続する。 
 
５．クロマグロ混獲回避の取組 

定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網において

クロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。 

 
（中核的担い手の育成に関する取組） 
５．担い手対策 
中核的漁業者の認定を受けた漁業者は、浜の担い手漁船リース緊急事業

や、競争力強化型機器等導入緊急対策事業等を活用し、生産力向上を目指

す。区域内各漁協は、新規漁業就業者総合支援事業を活用し、漁業就業希

望者を積極的に受け入れる。また、就業者の受入後は、各市町村が独自に

行っている生活支援制度との連携を図りながら、経営が軌道に乗るまでバ

ックアップする体制を構築する。区域内漁協は、各区域内の青年部組織、

漁業士会組織、県地域振興局との連携を図りながら技術指導等の研修の支

援等行い、後継者の育成を行う。 
活用する支援

措置等 

・広域浜プラン緊急対策事業            【関連項目 1、2、3、4 】 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業      【関連項目 6   】 

（浜の担い手漁船リース緊急事業）          

・水産業競争力強化緊急施設整備事業        【関連項目 1  】 

・浜の活力再生交付金（水産業強化支援事業）    【関連項目 1  】 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業       【関連項目 6   】 

・水産業競争力強化金融支援事業          【関連項目 6   】 

・離島漁業再生支援事業                          【関連項目 4  】 

・新規漁業就業者総合支援事業           【関連項目 6 】 

・ブルーツーリズム推進事業（県単）        【関連項目 4 】 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援）【関連項目 5】 

 
 ４年目（令和８年度） 



取組内容 １ コールドチェーンの確立に適応した集荷体制の構築 
①生鮮魚介類の高鮮度・高品質化 
 地区内漁協は、中央卸売市場へ水産物の高鮮度・高品質での出荷を目指し、

ナノファインバブル等鮮度向上手法の導入試験を継続するとともに関連施

設の整備計画を策定する。また、出荷コスト削減を目指し、各漁協におけ

る水産物の水揚げ状況等に応じた合理的な集荷パターン（集荷時間や経路

等）を踏まえた共同出荷試験を継続する。さらに当再生委員会は，外部か

ら講師を招聘して高度衛生管理対策の講習会を開催し，新市場の高度衛生

対策について知見を深める。なお、三島村支所は、中央卸売市場への出荷

量の増加に取り組むため、鮮度保持策等の実証試験を継続するとともに，

関連設備の整備を開始する。 
②活魚出荷の拡大・効率化 
 地区内の活魚取扱漁協は、活魚の出荷量を増やすことを目的に、出荷拠点

の選定や整備手法・管理運営方法を策定するとともに，出荷試験を開始す

る。 
  
２．地域の連携した販売対策（漁獲物の販売促進のための機能再編） 
①錦江湾産水産物全体としてのブランド力の形成・強化 
 支部会は，一般市民の錦江湾産水産物に対する認知度を高めるため，フ

ードコーディネーター等専門家を招聘し、各普及協とも連携して地域全体

としての水産物の情報発信の手法を策定する実証試験を継続する 
②直販活動者のネットワーク化と他地区支部会等との連携 
 支部会は、地元で獲れた鮮魚や加工品の直接販売を行っている漁業者グ

ループ等をネットワーク化し、共同イベントの開催等に取り組む。 
  また、県漁連や他支部会とその食堂、直売所、出店ブースにおける品揃

えについて情報交換し、相互に商品を出品するなど連携し錦江湾産水産物

の認知度向上と販売促進を図る。 
③未・低利用魚や離島の魚の加工 
 関係漁協は、未・低利用魚や離島の漁獲物等の付加価値向上のため、素

材を発掘し、地元の加工業者等と加工品の改良、新商品の開発について実

証試験を継続し，商品化を図る。 
 
３．養殖取組強化（貝類養殖の普及，促進強化） 
  錦江湾奥で貝類養殖に先進的に取り組んでいる漁協は、研究機関と連携

して養殖技術の改善を図りながら、関連施設の整備を継続する。また、販

路の確立を目指して、地元飲食店等と協力し地域特産品としてのＰＲを継

続する。また、貝類養殖に取り組んでいない支部内漁協は、錦江湾奥の先

進取組漁協からの指導を得つつ、この養殖の導入試験を継続する。 



 
４．観光との連携 
 支部会は、観光と組み合わせた錦江湾産水産物のＰＲを継続する。 
 
５．クロマグロ混獲回避の取組 

・定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網におい

てクロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。 

 
（中核的担い手の育成に関する取組） 
６．担い手対策 
中核的漁業者の認定を受けた漁業者は、浜の担い手漁船リース緊急事業

や、競争力強化型機器等導入緊急対策事業等を活用し、生産力向上を目指

す。区域内各漁協は、新規漁業就業者総合支援事業を活用し、漁業就業希

望者を積極的に受け入れる。また、就業者の受入後は、各市町村が独自に

行っている生活支援制度との連携を図りながら、経営が軌道に乗るまでバ

ックアップする体制を構築する。 
活用する支援

措置等 

・広域浜プラン緊急対策事業            【関連項目 1、2、3、4 】 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業      【関連項目 6   】 

（浜の担い手漁船リース緊急事業）          

・水産業競争力強化緊急施設整備事業        【関連項目 1  】 

・浜の活力再生交付金（水産業強化支援事業）    【関連項目 1  】 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業       【関連項目 6   】 

・水産業競争力強化金融支援事業          【関連項目 6   】 

・離島漁業再生支援事業                          【関連項目 4  】 

・新規漁業就業者総合支援事業           【関連項目 6 】 

・ブルーツーリズム推進事業（県単）        【関連項目 4 】 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援）【関連項目 5】 

 

 
５年目（令和９年度） 

取組内容 １．コールドチェーンの確立に適応した集荷体制の構築 
①生鮮魚介類の高鮮度・高品質化 
  地区内漁協は、中央卸売市場へ水産物の高鮮度・高品質での出荷を目指

し、ナノファインバブル等鮮度向上手法を確立するとともに，関連施設の

整備を開始する。また、出荷コスト削減を目指し、各漁協における水産物

の水揚げ状況等に応じた合理的な集荷パターン（集荷時間や経路等）を踏

まえた共同出荷を本格化する。さらに当再生委員会は，外部から講師を招

聘して高度衛生管理対策の講習会を開催し，新市場の高度衛生対策につい



て知見を深める。なお、三島村支所は、中央卸売市場への出荷量の増加に

取り組むため、鮮度保持策等を確立し，関連設備の整備を継続する。 
③ 活魚出荷の拡大・効率化 
 地区内の活魚取扱漁協は、活魚の出荷量を増やすことを目的に、出荷拠点

の選定や整備手法・管理運営方法を策定するとともに，活魚出荷を本格化

する。 
 
２．地域の連携した販売対策（漁獲物の販売促進のための機能再編） 
①錦江湾産水産物全体としてのブランド力の形成・強化 
 支部会は，一般市民の錦江湾産水産物に対する認知度を高めるため，フ

ードコーディネーター等専門家を招聘し、各普及協とも連携して地域全体

としての水産物の情報発信を本格化する。 
②直販活動者のネットワーク化と他地区支部会等との連携 
 支部会は、地元で獲れた鮮魚や加工品の直接販売を行っている漁業者グ

ループ等をネットワーク化し、共同イベントの開催等に取り組む。また、

県漁連や他支部会とその食堂、直売所、出店ブースにおける品揃えについ

て情報交換し、相互に商品を出品するなど連携し錦江湾産水産物の認知度

向上と販売促進を図る。 
③未・低利用魚や離島の魚の加工 
 関係漁協は、未・低利用魚や離島の漁獲物等の付加価値向上のため、素

材を発掘し、地元の加工業者等と加工品の改良、新商品の開発について実

証試験を継続し，商品化を図る。 
 
３．養殖取組強化（貝類養殖の普及，促進強化） 
  錦江湾奥で貝類養殖に先進的に取り組んでいる漁協は、研究機関と連携

して養殖技術の改善を図りながら、関連施設の整備を継続する。また、販

路の確立を目指して、地元飲食店等と協力し地域特産品としてのＰＲを継

続する。また、貝類養殖に取り組んでいない支部内漁協は、錦江湾奥の先

進取組漁協からの指導を得つつ、この養殖の導入を本格化する。 
４．観光との連携 
 支部会は、観光と組み合わせた錦江湾産水産物のＰＲを継続する。 
 
５．クロマグロ混獲回避の取組 

定置網漁業者は、定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網において

クロマグロの入網が見られた際、混獲を回避するための取組を行う。 

 
（中核的担い手の育成に関する取組） 
６．担い手対策 



中核的漁業者の認定を受けた漁業者は、浜の担い手漁船リース緊急事業や、

競争力強化型機器等導入緊急対策事業等を活用し、生産力向上を目指す。

区域内各漁協は、新規漁業就業者総合支援事業を活用し、漁業就業希望者

を積極的に受け入れる。また、就業者の受入後は、各市町村が独自に行っ

ている生活支援制度との連携を図りながら、経営が軌道に乗るまでバック

アップする体制を構築する。区域内漁協は、各区域内の青年部組織、漁業

士会組織、県地域振興局との連携を図りながら技術指導等の研修の支援等

行い、後継者の育成を行う。 
活用する支援

措置等 

・広域浜プラン緊急対策事業            【関連項目 1、2、3、4 】 

・水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業      【関連項目 6   】 

（浜の担い手漁船リース緊急事業）          

・水産業競争力強化緊急施設整備事業        【関連項目 1  】 

・浜の活力再生交付金（水産業強化支援事業）    【関連項目 1  】 

・競争力強化型機器等導入緊急対策事業       【関連項目 6   】 

・水産業競争力強化金融支援事業          【関連項目 6   】 

・離島漁業再生支援事業                          【関連項目 4  】 

・新規漁業就業者総合支援事業           【関連項目 6 】 

・ブルーツーリズム推進事業（県単）        【関連項目 4 】 

・広域浜プラン緊急対策事業（クロマグロ混獲回避活動支援）【関連項目 5】 

 

 
（５）関係機関との連携 

機能再編に関する取り組みについては、鹿児島県、鹿児島県漁連、地元加工業者との連携を行う。

また、錦江湾産水産物の認知度向上や販売拡大に関する取り組みについては、量販店との連携を図る。

なお、中央卸売市場への共同出荷体制の構築に際しては、これまで運送を依頼してきた運搬業者など

関係者の理解・協力が得られるよう段階的に実施する。 

漁獲物の鮮度向上、未利用資源の活用、貝類養殖の技術向上等に関しては鹿児島県水産技術開発セ

ンターの指導を受けて取り組む。 

中核的担い手の育成に関する取組については、地区市町村、鹿児島県漁連（担い手対策室）等との

連携を図る。 

 

 

 

（６）他産業との連携 

地域活性化に関する取り組みについては、支部会区域内市町村、鹿児島県観光連盟、県外観光連盟、

観光バス会社等との連携を図る。 

食堂・直売所訪問ツアーや漁業体験ツアー、ブルーツーリズム等の推進については、各地観光協会、

観光業者等と連携して、外国、県外の観光客等を対象に推進する。 



特に販売促進活動においてはＪＡ鹿児島県経済との連携を図りながら、県内、県外イベント等の活

動を行う。 

 

 

 

 

 

４ 成果目標 

（１）成果目標の考え方 

【市場での魚価の向上】 

基本方針で掲げる「新規閉鎖型消費地市場（鹿児島市中央卸売市場）に適応した集出荷体制の構築」

及び「地域の連携した販売対策」に係る取組みの具体的な成果として、消費地市場（鹿児島市場）で

の価格の上昇が見込まれる。 

具体的には、高鮮度・高品質出荷を効果的かつ合理的に組み合わせた、流通におけるコールドチェ

ーン等による徹底した衛生管理と高鮮度及び安全・安心という高付加価値をＰＲすること等により魚

価向上が見込まれる。そのため、同消費地市場における単価を成果目標とすることとし、具体的な数

値は、鹿児島湾沿岸地区については、周年を通じて取扱量が安定し、かつ一定の規模があり、地域全

体の状況を反映すると思われるアジ類、タイ類を選定し、離島の三島村地区、十島村地区については

瀬物類（マチ類）を選定し、その年平均単価を指標とすることとした。 

 

【新規養殖アサリとイワガキの生産金額の向上】 

基本方針に掲げる「養殖取組強化（貝類養殖の普及、促進強化）」に係る取組みの具体的な成

果として、アサリ、イワガキの生産量の増大が見込まれる。 

具体的には、アサリについては、近年、国立研究開発法人・水産総合研究センターにより開発

された技術を活用して、湾奥の 2 漁協が平成 27 年度から養殖を開始したところであり、収益性

の高い漁業であるため、鹿児島湾内の他地区の漁協へ普及が進み、生産量の増大が見込まれる。 

また、イワガキについては、県水産技術開発センターが種苗生産した種苗を用い、鹿児島湾と

いう静穏で栄養分に富んだ海域特性を生かして、湾奥の 2 漁協が平成 27 年度から養殖を開始し

たところであり、同じく収益性の高い漁業であるため、鹿児島湾内の他地区の漁協への普及が進

み、生産量の増大が見込まれる。 

 そのため、アサリ、イワガキとも支部会区域全体の生産量の増加を目標とするが、指標値とし

ては、各漁協における養殖技術レベルの差異を反映することができるものとして販売金額とする

こととした。 

 

【新規就業者数】 

基本方針に掲げる「中核的漁業者の育成・確保」に係る取組みの具体的な成果として、支部会

区域内における新規就業数の増加が見込まれる。 



具体的には、県漁連と漁協が、国の新規漁業就業者総合支援事業による大都市での漁業就業相

談会への参加や長期研修制度を積極的に活用し、併せて市町村の定住促進事業との連携を図りな

がら、新規就業者の確保・定着に努めるとともに，中核的漁業者に対しては，競争力の高い経営

体を育成することにより、都市部勤労者と遜色ない所得水準の漁業が増加し，新規就業者の増加

が見込まれる。 

したがって、５年間の新規就業者数を指標として設定する。   

 

 

（２）成果目標 

鹿児島市場取扱い水産物の高

鮮度・高品質化や高単価活魚

出荷の拡大等により平均販売

単価の底上げを図る（5％向

上） 

基準年 

(R４年度) 

市  場 消費地（鹿児島） 

ア ジ 類 ４２５円／キロ 

タ イ 類 ８１６円／キロ 

瀬物類 １，３９１円／キロ 

目標年 

(R９年度) 

ア ジ 類 ４７２円／キロ 

タ イ 類 ９２５円／キロ 

瀬物類 １，４６０円／キロ 

新規アサリ、イワガキ養殖の

定着・拡大による生産金額の

向上を図る 

 

基準年 

 

アサリ：１２５万円 

イワガキ：１００万円  

目標年 アサリ：２５０万円 

イワガキ：４００万円  

各種支援事業の活用等により

新規就業者の確保を図る 

基準年 平成 30 から 34 年度：    １０（人） 

              （年あたり 1.2 人） 

目標年 令和 5 から 9 年度：    １０（人） 

              （年あたり２人） 

 

（３）上記の算出方法及びその妥当性 

【市場での魚価の向上】 

基準年：消費地（鹿児島市場）の R４年度における平均単価とした。 

目標年：高鮮度・高品質な水産物と平均的な水産物のこれまでの価格差の実績等を踏まえ、

年１％の単価アップを５カ年間継続することとし、目標値は５％の向上とした。 

 

【新規養殖アサリとイワガキの生産金額の向上】 

アサリ、イワガキ毎にそれぞれ次のように設定した。 



 

・アサリ 

基準年：２漁協×６２．５万円（R４年における２漁協の平均値）＝１２５万円 

目標年：４漁協×６２．５万円＝２５０万円 ５年間で２漁協に普及 

・イワガキ 

基準年：１漁協×１００万円＝１００万円 

（R４年における２漁協の平均値）＝２００万円 

    目標年：４漁協×１００万円＝４００万円 ５年間で３漁協に普及。 

 

【新規就業者数】 

基準年：平成３０から３４年度の年当たり新規就業者数（６人÷５年＝１．２人）と

した。 

目標年：年間当たり５０％アップの新規就業者数（１．２人×１５０％＝１．８人）

とし、５カ年間で１０人（２人×５年＝１０人）とした。 

なお，５０％アップの根拠は，1浜プラン地区あたり 2人とした。 

（2人×５年＝１０人） 

 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関係性 

広域浜プラン緊急対策

事業（広域浜プラン実

証調査） 

市場機能や水産加工施設の集約化や、新たなブルーツーリズムのメニュー

導入等を図るための実証調査を行う。 

新規漁業就業者総合支

援事業 

長期研修事業を最大限活用することにより、担い手の確保を図る。 

浜の担い手漁船リース

緊急事業 

中核的漁業者に漁船をリースし、生産性と収益性を改善させて競争力の強 

化を図る。 

競争力強化型機器等導

入緊急対策事業 

生産性の向上や操業コストの削減を図るため、漁船機関など競争力の強化 

に資する機器等の導入を支援する。 

水産業競争力強化金融

支援事業 

中核的漁業者の機器整備の資金調達を支援する。 

離島漁業再生支援事業 経済的、社会的に厳しい状況にある離島の漁業を再生するため、共同で漁 

業の再生に取り組む離島の漁業集落に対して支援する。 

広域浜プラン緊急対

策事業（クロマグロの

混獲回避活動支援） 

定置網漁業の安定的操業を図るため、定置網におけるクロマグロの入

網が確認された際、混獲を回避するための取組を行う。 




